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令和 8 年度真庭市当初予算について 

 

・当初予算編成の考え方 

令和 8年度当初予算は、世界情勢の不安定化による物価高騰、異常気象、地

域間格差等、先が見通せない厳しい経済情勢や、全国的に人口減少が進む中に

あっても、社会環境の変化にも的確に対応しつつ真庭市を次世代に引き継ぎ、

「真庭ライフスタイル」の多彩性を一層充実・成長させ、永続的に発展する真

庭市を目指すための予算として編成しました。 

人口減少が続く状況を正面から受け止めた上で、転入促進や出生数の向上

などにより人口減少の抑制に全力で取り組むと同時に、人口が減少しても地

域がしっかりと機能し、市民一人ひとりが安心して豊かに暮らし続けられる

持続可能な社会の構築に取り組むため、中期財政計画に基づく持続可能な財

政運営を確保しつつ、昨年度策定した「第 3次真庭市総合計画」の将来像を達

成するための実施計画として、「第 3期真庭市総合戦略」を新たに策定し、直

接的かつ短・中期的に実施すべき具体的な施策を推進します。 

一方、今後も市税収入の大幅な増収が見込めないことから、一般財源の確保

が困難な状況に変化はないものの、物価高騰や賃金上昇に伴う経常経費の増

加等の影響により、財政運営は一層厳しさを増すものと予想されます。 

引き続き、国・県支出金や民間資金、ふるさと納税、時代の動きに呼応した

地方債を有効活用するなど、あらゆる歳入確保策を講じるとともに、ｄXの推

進等による歳出削減に取り組むなど、持続可能で健全な財政運営を行ってい

く必要があります。 

 

・全会計予算規模 

一般会計及び 8つの特別会計、3つの企業会計の全会計を合わせた令和 8年

度当初予算の規模は、550 億 6,553 万円で、前年度比 10 億 9,348 万 6 千円、

2.0％の増となっています。 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

全会計予算規模（総額551億円） 

一般会計当初予算額  34,847,000千円 

特別会計当初予算額   12,520,039千円 

企業会計当初予算額   7,698,491千円 

合計      55,065,530千円 

一般会計

349億円

特別会計

125億円

企業会計

77億円
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1 令和 8 年度真庭市一般会計予算 

(1) 予算規模 

令和 8 年度の一般会計の予算額は、348 億 4,700 万円で、前年度比 11 億

7,000万円、3.5％増の過去最大の予算規模です。 

主な要因は、物価高騰に伴う経済対策のほか、久世第二こども園(仮称)整備

事業の本格化や、畜産バイオマス発電施設整備事業などの大型事業の開始に

伴い事業費が増加したことによるものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計当初予算額推移 

 

(2) 歳入 

歳入予算の特徴としては、市税では、所得の増加見込みによる個人市民税の

増等により、前年度比 3,061 万円、0.6％増の 51 億 9,610 万 9 千円を計上し

ています。 

国庫支出金では、地域未来交付金及び循環型社会形成推進交付金の増等に

より、前年度比 853万円、0.3％増の 30億 7,714万 5千円を計上しています。 

寄附金では、ふるさと納税の増等により、前年度比 7,511万円、15.2％増の

5億 6,842万円を計上しています。 

繰入金では、公共施設の長寿命化事業等に充てるための公共施設整備等基

金繰入金 2億 3,370万 6千円、子育て・教育等の人づくりを応援する未来を

担う人応援基金繰入金 1億 5,145万 6千円、市内高等学校での多彩な学びの

創造を図るゆめ学び創造基金繰入金 3,691万 7千円等を計上しています。 

また、一般財源不足を補うため、財政調整基金繰入金 11億 3,008万 3千

円を計上し、繰入金総額では、前年度比 6,520万円、2.3％減の 27億 2,201万

4千円を計上しています。 
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市債では、新規発行による過疎対策事業債や脱炭素化推進事業債の増等によ

り、前年度比 3億 5,970万円、12.5％増の 32億 4,450万円を計上しています。 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
                 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入割合の推移（億円） 

歳入の構成割合 
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市税 譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債 その他

自主財源

103.5億円(+2.4)

29.7%

依存財源

245.0億円(+9.3)

70.3%

市税

52.0 億円(+0.3)

14.9%
寄附金

5.7 億円(+0.8)

1.6%

繰入金

27.2 億円(△0.7)

7.8%

諸収入等

18.6 億円(+2.0)

5.4%

地方交付税

144.3 億円(+3.5)

41.4%

国県支出金

49.1 億円(＋1.4)

14.1%

譲与税等

19.2 億円(+0.8)

5.5%

市債

32.4 億円(+3.6)

9.3%
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(3) 歳出 

ア 目的別 

歳出の目的別の主なものは、総務費では、定額減税補足給付金事業や情報化

計画推進事業の減等により、前年度比 2 億 5,517 万 3 千円、5.2％減の 46 億

4,387万 6千円を計上しています。 

民生費では、久世第二こども園(仮称)整備事業の増等により、前年度比 7億

7,174万 3千円、8.2％増の 102億 879万 8千円を計上しています。 

衛生費では、一般廃棄物中継施設整備事業の増等により、前年度比 7,972万

7千円、2.6％増の 31億 1,211万 9千円を計上しています。 

農林水産業費では、酪農等集中対策事業や畜産バイオマス発電施設整備事

業の増等により、前年度比 2 億 7,805 万 5 千円、13.9％増の 22 億 8,558 万 3

千円を計上しています。 

商工費では、企業立地雇用促進奨励金の増等により、前年度比 1億 5,112万

9千円、22.5％増の 8億 2,250万 9千円を計上しています。 

消防費では、消防車両導入事業の減等により、前年度比 1 億 3,188 万 9 千

円、9.0％減の 13億 2,720万 9千円を計上しています。 

教育費では、スポーツ施設改修等事業の減等により、前年対比 1,315万 3千

円、0.3％減の 39億 5,928万 8千円を計上しています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出目的別予算割合の推移（億円） 
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歳出（目的別）の構成割合 

 

 

イ 性質別 

歳出の性質別では、義務的経費が前年度比 1億 9,875万 5千円、1.3％の増

となっており、歳出全体の 43.6％を占めています。投資的経費は前年度比 3

億 4,162万 4千円、8.7％の増となっており、大型整備事業の本格化などが主

な要因です。 

義務的経費では、人件費が人事院勧告に伴う給与改定等により、前年度比

7,615 万 3 千円、1.0％増の 74 億 8,165 万円を計上しています。扶助費では、

障害児通所給付事業や自立支援給付事業の増等により、前年度比 1,247万 9千

円、0.3％増の 35億 7,952万 9千円を計上しています。 

消費的経費では、物件費が一般廃棄物中継施設経常管理費や学びのデジタ

ル化推進事業の増等により、前年度比 2億 926万円、3.3％増の 65億 4,566万

9 千円を計上しています。補助費等では、酪農等集中対策事業の増等により、

前年度比 1 億 4,385 万 4 千円、2.9％増の 51 億 3,865 万 1 千円を計上してい

ます。 

投資的経費では、普通建設事業費が久世第二こども園(仮称)整備事業の増

等により、前年度比 3 億 4,862 万 4 千円、8.9％増の 42 億 4,983 万 5 千円を

計上しています。  

議会費
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歳出性質別予算割合の推移（億円） 

歳出（性質別）の構成割合 
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43.6%
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42.5億円(+3.4)
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人件費

74.8 億円(+0.8)
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扶助費
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10.3%

公債費

41.3 億円(+1.1)

11.8%物件費

65.5 億円(+2.1)
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維持補修費

6.9 億円(+0.6)

2.0%

補助費
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14.7%

普通建設事業費等

42.5 億円(+3.4)

12.2%

積立金、繰出金等

30.3 億円(+2.2)

8.7%
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2 令和 8 年度真庭市国民健康保険特別会計予算 

歳入の主なものは、国民健康保険税 6 億 9,842 万 8 千円、県支出金 35 億

6,624万 2千円、一般会計繰入金 3億 5,373万 4千円、国民健康保険事業基金

繰入金 1 億 2,838 万円、繰越金 1,000 万円、諸収入 1,009 万 5 千円を計上し

ています。 

歳出の主なものは、総務費 1億 801万円、保険給付費 35億 1,189万 5千円、

国民健康保険事業費納付金 10 億 6,068 万 5 千円、保健事業費 6,174 万 6 千

円、諸支出金 1,475万円、予備費 1,000万円を計上しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 47億 6,824万 3千円とな

り、前年度比 1億 5,243万 9千円、3.1％の減となっています。これは、主に

歳入は県支出金、歳出は保険給付費の減によるものです。 

 

3 令和 8 年度真庭市後期高齢者医療特別会計予算 

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料 7 億 7,182 万 3 千円、一般会計

繰入金 3億 181万 4千円、諸収入 3,648万 1千円を計上しています。 

歳出の主なものは、総務費 9,133 万 1 千円、後期高齢者医療広域連合納付

金 10億 1,744万円を計上しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 11億 1,028万 1千円とな

り、前年度比 2億 380万 6千円、22.5％の増となっています。これは、主に歳

入は後期高齢者医療保険料、歳出は広域連合納付金の増によるものです。 

 

4 令和 8 年度真庭市介護保険特別会計予算 

歳入の主なものは、保険料 10億 7,752万 8千円、国庫支出金 15億 9,848万

5 千円、支払基金交付金 15 億 9,716 万円、県支出金 8 億 8,578 万円、一般会

計繰入金 10億 3,758万 1千円を計上しています。 

歳出の主なものは、総務費 2億 3,190万 8千円、保険給付費 57億 2,785万

6千円、地域支援事業費 3億 3,848万円を計上しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 63億 9,243万 5千円とな

り、前年度比 4,145万 7千円、0.6％の減となっています。これは、主に介護

給付費の減によるものです。 

 

5 令和 8 年度真庭市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)予算 

歳入では、サービス収入 2,211 万 2 千円、一般会計繰入金 999 万 5 千円、

介護保険特別会計繰入金 4,180万 9千円を計上しています。 

歳出では、居宅介護支援事業人件費 6,761 万 8 千円、居宅介護支援事業費

629万 8千円を計上しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 7,391万 6千円となり、前

年度比 599万 3千円、8.8％の増となっています。 
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6 令和 8 年度真庭市浄化槽事業特別会計予算 

歳入の主なものは、使用料及び手数料 54万 2千円、一般会計繰入金 3,254

万 2千円を計上しています。 

歳出の主なものは、総務管理費 1,012万 4千円、公債費 2,336万円を計上

しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 3,358万 4千円となり、

前年度比 153万 2千円、4.4％の減となっています。これは主に公債費の減に

よるものです。 

 

7 令和 8 年度真庭市津黒高原観光事業特別会計予算 

  歳入の主なものは、一般会計繰入金 1,782万 7千円を計上しています。 

歳出では、津黒高原荘等経常管理費 1,792万 7千円を計上しています。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 1,792万 7千円となり、前

年度比 921万 6千円、34.0％の減となっています。これは、主に施設の修繕料

等の減によるものです。 

 

8 令和 8 年度真庭市クリエイト菅谷事業特別会計予算 

  歳入の主なものは、一般会計繰入金 584万 7千円を計上しています。 

歳出では、クリエイト菅谷経常管理費 672万 8千円を計上しています。  

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 672万 8千円となり、前年

度比 356万 3千円、34.6％の減となっています。これは、主に施設の一部休止

に伴う委託料（指定管理料）の減、サウンディング調査委託料の減及び直営に

よる施設維持管理のための委託料の増によるものです。 

 

9 令和 8 年度真庭市温泉事業特別会計予算 

歳入の主なものは、配湯使用料等 9,742万 9千円、一般会計繰入金 1,434

万 4千円を計上しています。 

歳出の主なものは、一般管理費 4,470万 3千円、足温泉管理費 2,351万

円、湯本温泉館費 4,549万 8千円、温泉加工施設費 221万 4千円を計上して

います。 

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 1億 1,692万 5千円とな

り、前年度比 455万 1千円、4.0％の増となっています。これは、主に入浴料

見直しによる使用料の増によるものです。 
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10 令和 8年度真庭市水道事業会計予算 

(1) 「収益的収入及び支出」 

ア 収益的収入では、営業収益 7億 7,923万 4千円、営業外収益 4億 4,675

万 2千円、特別利益 2千円を計上し、水道事業収益の総額は、12億 2,598

万 8千円となっています。 

イ 収益的支出では、営業費用 10億 8,911万 7千円、営業外費用 1億 649

万 2 千円、特別損失 260 万円、予備費 1,500 万円を計上し、水道事業

費用の総額は、12億 1,320万 9千円となっています。 

 

(2) 「資本的収入及び支出」 

   ア 資本的収入では、企業債 3 億 5,000 万円、負担金 2 億 5,991 万４千

円、他会計補助金 3,459 万 7 千円を計上し、資本的収入の総額は 6 億

4,451万 1千円となっています。 

イ 資本的支出では、建設改良費 5億 2,265万 4千円、企業債償還金 6億

1,256 万 6 千円を計上し、資本的支出の総額は、11 億 3,522 万円とな

っています。建設改良費の主なものは、老朽管改良工事です。 

なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 4億 9,070

万 9千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資

金並びに減債積立金で補てんしています。 

 

11 令和 8年度真庭市下水道事業会計予算 

(1) 「収益的収入及び支出」 

ア 収益的収入では、営業収益 4億 401万 7千円、営業外収益 13億 7,504

万 1 千円を計上し、下水道事業収益の総額は、17 億 7,905 万 8 千円と

なっています。 

イ 収益的支出では、営業費用 16 億 6,571 万 2 千円、営業外費用 1 億

1,214万 6千円、特別損失 30万円、予備費 90万円を計上し、下水道事

業費用の総額は、17億 7,905万 8千円となっています。 

 

(2) 「資本的収入及び支出」 

ア 資本的収入では、企業債 4億 9,000万円、出資金 1億 885万 9千円、

補助金 6 億 1,774 万円、負担金及び分担金 1 億 8,454 万 1 千円を計上

し、資本的収入の総額は、14億 114万円となっています。 

イ 資本的支出では、建設改良費 10 億 5,504 万 8 千円、企業債償還金 8

億 5,926 万 6 千円を計上し、資本的支出の総額は、19 億 1,431 万 4 千

円となっています。建設改良費の主なものは、久世・落合地区の公共下

水道管きょ工事、中和浄化センターの改築更新工事並びに農業集落排

水施設の宮地処理区域と鹿田・美川処理区域の統合事業に伴う設計及

び工事費です。 
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  なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 5億 1,317

万 4千円は、損益勘定留保資金で補てんしています。 

 

12 令和 8年度真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計予算 

(1) 「収益的収入及び支出」 

ア 収益的収入のうち病院事業収益の主なものは、医業収益 11 億 2,952

万 7千円、通所・訪問リハビリテーション収益 3,000万円、訪問看護ス

テーション収益 2,800 万円、居宅介護支援事業収益 700 万円を計上し

ています。 

医業外収益では、他会計補助金 2 億 5,048 万 8 千円、その他医業外

収益 400 万円、長期前受金戻入 3,350 万円、雑収入ほかで 785 万円と

し、医業外収益総額で 2 億 9,583 万 8 千円を計上し、病院事業収益の

総額は、14億 9,036万 5千円となっています。 

イ 収益的支出のうち病院事業費用の主なものは、医業費用 13 億 9,302

万 8 千円、通所・訪問リハビリテーション費用 4,214 万 8 千円、訪問

看護ステーション費用 2,274万 4千円、居宅介護支援事業費用 1,029万

8千円を計上しています。 

医業外費用では、企業債利息 1,240万 3千円、雑支出 10万円、患者

外給食材料費ほかで 764万 4千円を計上し、医業外費用総額は、2,014

万 7千円となっています。 

また、予備費に 200万円を計上し、病院事業費用の総額は、14億 9,036

万 5千円となっています。 

 

(2) 「資本的収入及び支出」 

   ア 資本的収入では、出資金 9,809 万 3 千円、企業債 3,000 万円を計上

し、資本的収入の総額は、1億 2,809万 3千円となっています。 

イ 資本的支出では、資産購入費で医療機器等の購入費 3,300万円、企業

債償還金 1億 3,332万 5千円を計上し、資本的支出の総額は、1億 6,632

万 5千円となっています。 

なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 3,823万 2

千円は、過年度分損益勘定留保資金で補てんしています。 
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令和８年度当初予算　会計別集計表

会　　計　　名
令和８年度
予算額

令和７年度
予算額

比較 増減比

一　般　会　計 34,847,000 33,677,000 1,170,000 3.5

国民健康保険特別会計 4,768,243 4,920,682 △ 152,439 △ 3.1

後期高齢者医療特別会計 1,110,281 906,475 203,806 22.5

介護保険特別会計 6,392,435 6,433,892 △ 41,457 △ 0.6

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

73,916 67,923 5,993 8.8

浄化槽事業特別会計 33,584 35,116 △ 1,532 △ 4.4

津黒高原観光事業特別会計 17,927 27,143 △ 9,216 △ 34.0

クリエイト菅谷事業特別会計 6,728 10,291 △ 3,563 △ 34.6

温泉事業特別会計 116,925 112,374 4,551 4.0

特別会計合計 12,520,039 12,513,896 6,143 0.0

水道事業会計 2,348,429 2,301,732 46,697 2.0

下水道事業会計 3,693,372 3,892,543 △ 199,171 △ 5.1

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,656,690 1,586,873 69,817 4.4

公営企業会計合計 7,698,491 7,781,148 △ 82,657 △ 1.1

合　　　　　　計 55,065,530 53,972,044 1,093,486 2.0

　　　（単位：千円,％）
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令和８年度　一般会計歳入の状況
（単位：千円,％）

令和８年度
予算額

構成比
令和７年度

予算額
増減額 増減率

10,343,189 29.7 10,103,296 239,893 2.4

市税 5,196,109 14.9 5,165,499 30,610 0.6

分担金及び負担金 244,163 0.7 215,136 29,027 13.5

使用料及び手数料 328,360 0.9 342,159 △ 13,799 △ 4.0

財産収入 265,594 0.8 242,714 22,880 9.4

寄附金 568,420 1.6 493,310 75,110 15.2

繰入金 2,722,014 7.8 2,787,214 △ 65,200 △ 2.3

繰越金 200,000 0.6 200,000 0 0.0

諸収入 818,529 2.4 657,264 161,265 24.5

24,503,811 70.3 23,573,704 930,107 3.9

地方譲与税 480,560 1.4 477,318 3,242 0.7

利子割交付金 9,000 0.0 2,500 6,500 260.0

配当割交付金 44,200 0.1 35,400 8,800 24.9

株式等譲渡所得割交付金 61,800 0.2 55,600 6,200 11.2

法人事業税交付金 103,600 0.3 104,400 △ 800 △ 0.8

地方消費税交付金 1,127,000 3.3 1,077,200 49,800 4.6

ゴルフ場利用税交付金 12,100 0.0 14,000 △ 1,900 △ 13.6

環境性能割交付金 0 0.0 39,100 △ 39,100 △ 100.0

地方特例交付金 82,175 0.2 31,587 50,588 160.2

地方交付税 14,425,000 41.4 14,076,000 349,000 2.5

交通安全対策特別交付金 2,600 0.0 2,900 △ 300 △ 10.3

国庫支出金 3,077,145 8.8 3,068,615 8,530 0.3

県支出金 1,834,131 5.3 1,704,284 129,847 7.6

市債 3,244,500 9.3 2,884,800 359,700 12.5

34,847,000 100.0 33,677,000 1,170,000 3.5

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）

令和８年度
予算額

構成比
令和７年度

予算額
増減額 増減率

22,874,227 65.6 22,840,654 33,573 0.1

市税 5,196,109 14.9 5,165,499 30,610 0.6

地方譲与税 480,560 1.4 477,318 3,242 0.7

利子割交付金 9,000 0.0 2,500 6,500 260.0

配当割交付金 44,200 0.1 35,400 8,800 24.9

株式等譲渡所得割交付金 61,800 0.2 55,600 6,200 11.2

法人事業税交付金 103,600 0.3 104,400 △ 800 △ 0.8

地方消費税交付金 1,127,000 3.3 1,077,200 49,800 4.6

ゴルフ場利用税交付金 12,100 0.0 14,000 △ 1,900 △ 13.6

環境性能割交付金 0 0.0 39,100 △ 39,100 △ 100.0

地方特例交付金 82,175 0.2 31,587 50,588 160.2

地方交付税 14,425,000 41.4 14,076,000 349,000 2.5

交通安全対策特別交付金 2,600 0.0 2,900 △ 300 △ 10.3

繰入金（財政調整基金･特別会計） 1,130,083 3.2 1,559,150 △ 429,067 △ 27.5

繰越金 200,000 0.6 200,000 0 0.0

市債（臨時財政対策債） 0 0.0 0 0 －

11,972,773 34.4 10,836,346 1,136,427 10.5

分担金及び負担金 244,163 0.7 215,136 29,027 13.5

使用料及び手数料 328,360 0.9 342,159 △ 13,799 △ 4.0

財産収入 265,594 0.8 242,714 22,880 9.4

寄附金 568,420 1.6 493,310 75,110 15.2

国庫支出金 3,077,145 8.8 3,068,615 8,530 0.3

県支出金 1,834,131 5.3 1,704,284 129,847 7.6

繰入金 1,591,931 4.6 1,228,064 363,867 29.6

諸収入 818,529 2.4 657,264 161,265 24.5

市債 3,244,500 9.3 2,884,800 359,700 12.5

34,847,000 100.0 33,677,000 1,170,000 3.5

一般財源

特定財源

合　　　　　計

依存財源

合　　　　　計

区         分

【自主・依存財源区分】

区         分

自主財源
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令和８年度　一般会計歳出の状況

【目的別】 （単位：千円,％）
令和８年度

予算額
構成比

令和７年度
予算額

増減額 増減率

230,051 0.6 234,627 △ 4,576 △ 2.0

4,643,876 13.3 4,899,049 △ 255,173 △ 5.2

10,208,798 29.3 9,437,055 771,743 8.2

3,112,119 8.9 3,032,392 79,727 2.6

0 0.0 0 0 －

2,285,583 6.6 2,007,528 278,055 13.9

822,509 2.3 671,380 151,129 22.5

2,911,243 8.4 2,959,846 △ 48,603 △ 1.6

1,327,209 3.8 1,459,098 △ 131,889 △ 9.0

3,959,288 11.4 3,972,441 △ 13,153 △ 0.3

2,500 0.0 9,500 △ 7,000 △ 73.7

4,129,889 11.9 4,019,766 110,123 2.7

1,013,935 2.9 774,318 239,617 30.9

200,000 0.6 200,000 0 0.0

34,847,000 100.0 33,677,000 1,170,000 3.5

（単位：千円,％）
令和８年度

予算額
構成比

令和７年度
予算額

増減額 増減率

15,191,068 43.6 14,992,313 198,755 1.3

人件費 7,481,650 21.5 7,405,497 76,153 1.0

扶助費 3,579,529 10.3 3,567,050 12,479 0.3

公債費 4,129,889 11.8 4,019,766 110,123 2.7

12,376,618 35.5 11,962,794 413,824 3.5

物件費 6,545,669 18.8 6,336,409 209,260 3.3

維持補修費 692,298 2.0 631,588 60,710 9.6

補助費等 5,138,651 14.7 4,994,797 143,854 2.9

4,252,335 12.2 3,910,711 341,624 8.7

普通建設事業費 4,249,835 12.2 3,901,211 348,624 8.9

災害復旧事業費 2,500 0.0 9,500 △ 7,000 △ 73.7

失業対策事業費 0 0.0 0 0 －

3,026,979 8.7 2,811,182 215,797 7.7

投資及び出資金 21,000 0.0 10,681 10,319 96.6

積立金 1,013,211 2.9 773,871 239,340 30.9

貸付金 18,360 0.1 22,740 △ 4,380 △ 19.3

繰出金 1,774,408 5.1 1,803,890 △ 29,482 △ 1.6

予備費 200,000 0.6 200,000 0 0.0

34,847,000 100.0 33,677,000 1,170,000 3.5

投資的経費

その他

合　　　　計

合　　　　　計

【性質別】

区         分

義務的経費

消費的経費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

区         分

議会費

総務費

民生費

衛生費
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【単位：千円】

真庭の未来を支える「しごと」を生む・つなぐ、伝える

01 4,851千円 （産業政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

671 0 2,300 1,880

02 62,345千円 （産業政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,844 0 24,133 14,368

03 51,697千円 （産業政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,937 0 0 35,760

04 6,600千円 （林業・バイオマス産業課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 6,600 0

05 63,047千円 （農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30,413 0 0 32,634

06 103,677千円 （農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

56,482 42,300 4,895

・ビジネスマッチング等の伴走支援による地域産業支援、木造建築の未来を考える会の開催等

・蒜山を中心としたネイチャーポジティブ経済の推進

未来価値創造事業

・「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを目指して市民参加による観光戦略の改訂を実施

・自然共生分野の政策アドバイザーを招聘しGREENableブランドの取組や希少動植物の採集対策支援

持続可能な林業推進事業

・持続可能な森林経営に向けて民間事業者と協力し市有林のゾーニング、作業道の維持管理を実施

真庭版農業支援サービス構築事業

・真庭高校久世校地跡地に真庭版農業支援サービス事業体の設立、外部人材の活用等

畜産バイオマス発電施設整備事業

・畜産バイオマス発電設備としてメタン発酵の循環型酪農向けモデルプラントを整備

地域資源活用推進事業

令和８年度当初予算　主な事業

地域雇用対策事業

・市内での就業の選択肢を広げるためローカルキャリア形成を支援する事業者を支援

-16-



地域内外のつながりと人の流れを生み、多彩な暮らしを実現する

07 2,720千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,795 0 0 925

08 67,465千円 （地域みらい創生課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,589 0 18,500 30,376

・地域イベントに関心を持ち参加してくれた学生にインセンティブを付与

09 53,949千円 （地域みらい創生課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 0 33,949 0

10 284,935千円 （地域みらい創生課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 269,907 14,928

11 12,648千円 （政策推進監付）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,324 0 2,000 4,324

12 82,481千円 （総合政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,948 0 42,584 19,949

・都市OSの利活用によるオープンデータ等の活用可能性調査等

・共生社会の推進のために外国人相談窓口の設置に要する環境整備費及び運営費

交流・定住推進事業

・全国水源の里シンポジウムや真庭なりわい塾等による関係人口の創出等

協働のまちづくり推進事業

・郵便局を行政サービス・住民サービスを提供するコミュニティ・ハブとして活用

ふるさと納税推進事業

・ふるさと納税の増額を目標に掲げ返礼品や処理手数料等の関係費用を増額

サテライトキャンパス推進事業

・「真庭市の林業・木材産業の在り方」について学生・関係事業者を対象としたワークショップを開催

キャッシュレス・市民ポイント推進事業

・AI等先端技術の利活用による住民のウェルビーイングの追求

外国人生活相談事業
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こどもと若者の活力があふれ、世代を超えた支え合いと学び合いを育む

13 7,073千円 （総合政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,573 0 0 2,500

14 42,089千円 （学校教育課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100 37,300 2,864 1,825

15 22,357千円 （スポーツ・文化振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,126 0 11,686 545

16 1,214,755千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 1,165,500 3,916 45,339

17 19,072千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 18,876 196

18 284,948千円 （教育総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,733 246,000 24,200 15

こども園等施設整備費

・老朽化している美甘こども園を美甘小学校に移転するための工事費等

こどもの放課後居場所確保事業

・天津小学校区の放課後児童クラブを学校敷地内へ移転するための設計・地質調査費等

小学校施設整備事業

・真庭高校久世校地跡地に子育て支援拠点等を備えた、久世第二こども園（仮称）を建設

・「真庭市学校施設マネジメント基本方針」に基づく遷喬小学校長寿命化改修工事

・床修繕、暖房機器改修、照明ＬＥＤ化、窓ガラス高断熱化、外構工事実施設計等

・こどもの権利を尊重し、安心して育ち・挑戦できる環境を整えるためのシンポジウムの開催費等

学校力向上事業

・真庭市の児童・生徒が苦手としている算数・数学の課題を解決するための調査費等

地域スポーツ・文化推進事業

・中学校の休日部活動の地域展開を推進するため市が認定した地域クラブの活動を支援

こどもまんなか社会創造事業
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安全安心とまちの魅力が調和する、誰もがずっと住みたくなるまちをつくる

19 31,211千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,349 0 6,690 22,172

20 192,224千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,529 0 43,014 144,681

21 15,003千円 （環境課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,500 0 0 7,503

22 65,693千円 （まちづくり推進課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,000 0 10,000 49,693

23 8,580千円 （危機管理課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,289 0 0 4,291

24 49,874千円 （消防本部）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 13,900 35,894 80

災害時孤立可能性集落対策事業

公共交通対策事業

・地域のあしであるバスの乗務員確保対策として求人情報発信や新規採用を行う事業者を支援

・令和７年度に実証運行を開始した地域内の乗合交通「イコーデ」の本格運行を開始

生ごみ資源化による地域産業創出事業

空家活用推進事業

・移住定住対策として空家の購入、改修、家財道具の撤去に対して補助金を交付

・空家情報バンクの登録数を増やし流通を促進させるため新たに情報登録した方に対する奨励金を新設

・生ごみの資源化増に向けて事業系容器包装付生ごみ分別の実証実験を行う

・災害時の孤立可能性集落対策としてドローンの活用を検討し検証飛行の実施、運用マニュアルの作成

消防分署庁舎整備事業

・老朽化している美新分署の建替えを行うための設計及び土地購入費

・新設に伴い不要となった旧蒜山分署庁舎の解体工事費

広域公共交通対策事業

・中国勝山駅を「待てる」駅舎にするための環境整備費

・JR姫新線を知る・乗る機会を創出するためのイベント開催費等
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物価高騰対策支援事業

25 15,868千円 （教育総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,500 0 0 2,368

26 17,191千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,100 0 2,091

27 101,000千円 （上下水道課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

84,200 0 16,800

28 43,313千円 （健康福祉部）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

38,072 0 0 5,241

29 2,906千円 （高齢者支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,528 0 0 378

30 4,500千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,900 0 0 600

・各事業所等のエネルギー価格や物価の高騰に対応するための補助を実施

高齢者等給食サービス支援

・物価高騰の影響を受けている事業所が適切な給食サービス提供を行えるように補助を実施

バス乗務員確保対策支援（再掲）

・乗務員の確保が困難となっている公共交通事業者が新規雇用を行った場合に補助金を交付

・水道料金の基本料金を２期分（４か月）減免

福祉・医療・介護・保育施設等物価高騰支援

小中学校の給食費支援

・給食費の材料費が高騰しているが保護者負担を据置くために補助を実施

こども園の給食費支援

・給食費の材料費が高騰しているが保護者負担を据置くために補助を実施

水道基本料金の減免支援
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令和８年度当初予算 一般会計債務負担行為説明 

（単位：千円） 

事項 期間 限度額 

中継施設整備事業 
令和 8年度～ 

令和 9年度 
437,830 

【債務負担行為設定の理由】 

 中継施設整備事業について事業実施期間が複数年にわたる契約を締結する必要

があるため。 

   

事項 期間 限度額 

畜産バイオマス発電施設整備事業 
令和 8年度～ 

令和 9年度 
935,163 

【債務負担行為設定の理由】 

 中国四国酪農大学校に整備する畜産バイオマス発電施設整備事業について、事

業実施期間が複数年にわたる契約を締結する必要があるため。 

   

事項 期間 限度額 

宅地耐震推進事業 
令和 8年度～ 

令和 9年度 
34,254 

【債務負担行為設定の理由】 

 真庭産業団地北地区の第 2次スクリーニング調査を実施するにあたり複数年に

わたる契約を締結する必要があるため。 

 

事項 期間 限度額 

非常備消防施設等整備事業 
令和 8年度～ 

令和 9年度 
47,140 

【債務負担行為設定の理由】 

 消防ポンプ積載車の更新にあたり、車体の製造に時間を要し、複数年にわたる

契約を締結する必要があるため。 

   

事項 期間 限度額 

消防救急デジタル無線設備機器更新及び再設

定業務 

令和 8年度～ 

令和 10年度 
382,462 

【債務負担行為設定の理由】 

 消防救急デジタル無線設備の更新にあたり、無線機器の製作に時間を要し、複

数年にわたる契約を締結する必要があるため。 

   

事項 期間 限度額 

水槽付き消防ポンプ自動車更新事業 
令和 8年度～ 

令和 9年度 
108,596 

【債務負担行為設定の理由】 

 水槽付き消防ポンプ自動車の更新にあたり、車体の製造に時間を要し、複数年

にわたる契約を締結する必要があるため。 
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事項 期間 限度額 

岡山県信用保証協会に対

する損失補償 

令和 8年度～ 

令和 17年度 

岡山県信用保証協会が真庭市商工業

融資制度に基づき中小企業者に対し

て保証した融資に係る代位弁済額の

うち、株式会社日本政策金融公庫か

ら補てんされる額を差し引いた額の

2分の 1（中小企業庁が定める責任共

有制度要綱における負担金方式を選

択した金融機関が行った責任共有制

度対象融資にあっては、5 分の 4 を

乗じた金額の 2分の 1）以内の額 

【債務負担行為設定の理由】 

 真庭市商工業融資制度規程に基づき債務の保証に係る損失補償を行うにあた

り、事業実施期間が複数年にわたる契約を締結する必要があるため。 
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　（歳入）
　・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 626,000 千円

　（歳出）
　・社会保障施策に要する経費 9,690,603 千円

【社会保障施策に要する経費】 (単位：千円)

国　 県
支出金

市債 その他
社会保障財源化
分の地方消費税
交　　　付　　　金

その他

障 害 者 福 祉 事 業 1,578,785 1,088,292 4,393 61,431 424,669

高 齢 者 福 祉 事 業 297,115 28,688 1,500 43,695 28,211 195,021

児 童 福 祉 事 業 4,893,323 1,283,751 1,291,000 200,526 267,667 1,850,379

生 活 保 護 事 業 432,734 311,865 7,190 14,366 99,313

小 計 7,201,957 2,712,596 1,292,500 255,804 371,675 2,569,382

国 民 健 康 保 険 事 業 259,222 152,374 13,503 93,345

介 護 保 険 事 業 812,309 35,362 98,187 678,760

小 計 1,071,531 187,736 111,690 772,105

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1,009,920 184,137 104,359 721,424

保 健 衛 生 事 業 183,557 53,488 800 23,388 13,381 92,500

予 防 事 業 180,060 9,443 2,934 21,191 146,492

健 康 増 進 事 業 43,578 2,541 11,731 3,704 25,602

小 計 1,417,115 249,609 800 38,053 142,635 986,018

9,690,603 3,149,941 1,293,300 293,857 626,000 4,327,505

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費
（令和８年度予算）

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

合 計

事 業 名 経 費

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生
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